
 

※本事業は平成２５年４月１日より市町村へ権限が移譲され、市町村が実施主体となります。 

３月末までに治療を受ける場合は福島県の保健福祉事務所に申請してください。 

４月１日以降に該当になる場合は、お住まいの市町村に申請してください。 

 

１ 養育医療の対象 

  出生体重２，０００グラム以下などで、医師が入院して養育することが必要であると認

めた福島県に居住している（郡山市といわき市を除く）乳児（０歳児）を対象として、養

育に必要な医療費の給付を行います。 

  ただし、養育医療指定医療機関で入院した場合のみ対象としています。 

 

２ 医療費の給付 

  医療費は、直接医療機関へ支払われますが、乳児と同一世帯である扶養義務者全員の所

得税額に応じた自己負担金がかかります。 

 自己負担金は、後日県へお支払いいただきます。 

  なお、県にお支払いいただいた自己負担金は、各市町村の乳幼児医療制度で還付されま

す。 

 

３ 申請の手続き 

  住所地の保健福祉事務所の窓口に申請します。 

  ①～③の書類の様式は、保健福祉事務所の窓口でお渡しします。 

  【必要書類】 

① 養育医療給付申請書 

② 養育医療意見書（主治医に記入してもらう） 

③ 世帯調書 

④ 健康保険証の写し 

⑤ 所得税額証明書等 

       提出していただく所得税額等の証明書類は次のとおりです。 

所得税等の状況 提出する書類 発行先 

生活保護を受けている方 生活保護受給証明書 各市町村福祉担当課 

自営業の方（確定申告をしている場合） 確定申告書の控え 

（税務署等の受付印の

あるもの） 

税務署 

会社等に勤務し、

給与支払を受け

ている方 

給与所得だけの場合 

（確定申告なし） 

源泉徴収票 勤務先の会社 

給与所得だけの場合 

（確定申告あり） 

確定申告書の控え 

（税務署等の受付印の

税務署 



給与所得と事業所得 

の両方がある場合 

あるもの） 

上記証明書の取れない方 市町村民税の課税証明

書又は非課税証明書 

当該年の１月１日に

住所があった市町村 

※ 源泉徴収票又は確定申告書において所得税が０円である場合には、そのほかに市町村

民税課税証明書又は非課税証明書の提出が必要になります。 

※ 市町村民税の非課税証明書は申請年の１月１日に住所があった市町村役場で発行でき

ます。 

 

 未熟児の養育医療給付にかかる問い合わせ先 

  詳細については、下記までお問い合わせください。 

  

保健福祉事務所(保健所)

担当窓口 
管轄する地域 電 話 番 号 

県北保健福祉事務所 

児童家庭支援チーム 

福島市、二本松市、伊達市 

本宮市、伊達郡、安達郡 
０２４－５３４－４１５５ 

県中保健福祉事務所 

児童家庭支援チーム 

須賀川市、田村市、岩瀬郡、 

石川郡、田村郡 
０２４８－７５－７８１０ 

県南保健福祉事務所 

児童家庭支援チーム 
白河市、西白河郡、東白川郡 ０２４８－２２－５６４７ 

会津保健福祉事務所 

児童家庭支援チーム 

会津若松市、喜多方市、 

耶麻郡、河沼郡、大沼郡 
０２４２－２９－５２７８ 

南会津保健福祉事務所 

保健福祉課 
南会津郡 ０２４１－６３－０３０５ 

相双保健福祉事務所 

児童家庭支援チーム 

相馬市、南相馬市、相馬郡、 

双葉郡 
０２４４－２６－１１３４ 

郡山市 

こども課 
郡山市 ０２４－９２４－２５２５ 

いわき市保健所 

地域保健課 
いわき市 ０２４６－２７－８５９７ 

 

          



 


